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(57)【要約】
【課題】　家具などの物体の色彩による影響を軽減させ
、火災か否かの判断が正確にできるようにしたカラー画
像を用いた住宅用火災検出警報装置を提供する。
【解決手段】　監視領域を撮影し、Ｒ，Ｇ，Ｂのカラー
成分信号でなるカラー画像信号を出力する撮影手段と、
前記撮影手段により撮影された画像を格納するための画
像メモリを備え、前記画像メモリに格納された画像を処
理することにより火炎を検出する火災検出装置において
、正規化されたR、G、B信号に対し、各画素のG＊RとB＊
Rを求めることで、家具などの物体の色彩による影響を
軽減させる。
【選択図】　図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　監視領域を撮影し、Ｒ，Ｇ，Ｂのカラー成分信号でなるカラー画像信号を出力する撮影
手段と、前記撮影手段により撮影された画像を格納するための画像メモリとを備え、前記
画像メモリに格納された画像を処理することにより火炎を検出する画像処理による火災検
出装置において、
　前記画像メモリ内のＲ，Ｇ，Ｂの各カラー成分を正規化する正規化手段と、前記正規化
手段により正規化された各画素の輝度値を算出する輝度値算出手段と、前記正規化手段に
より正規化された各画素のＧ成分とＲ成分の乗算（G＊R）及びＢ成分とＲ成分の乗算（B
＊R）を算出するG＊R及びB＊R算出手段と、前記輝度値算出手段及び前記G＊R及びB＊R算
出手段に対する閾値を設定する閾値設定手段と、前記閾値に対応する領域の面積を算出す
る面積算出手段と、前記G＊R及びB＊R算出手段と前記面積算出手段との算出結果に基づい
て火災を判断する火災判断手段と、
　を備えたことを特徴とする画像処理による火災検出装置。
【請求項２】
　監視領域を撮影し、Ｒ，Ｇ，Ｂのカラー成分信号でなるカラー画像信号を出力する撮影
手段と、前記撮影手段により撮影された画像を格納するための画像メモリとを備え、前記
画像メモリに格納された画像を処理することにより火炎を検出する画像処理による火災検
出方法において、
　前記画像メモリ内のＲ，Ｇ，Ｂの各カラー成分を正規化する正規化ステップと、前記正
規化ステップで正規化された各画素の輝度値を算出する輝度値算出ステップと、前記正規
化ステップで正規化された各画素のＧ成分とＲ成分の乗算（G＊R）及びＢ成分とＲ成分の
乗算（B＊R）を算出するG＊R及びB＊R算出ステップと、前記の輝度値算出ステップ及び前
記G＊R及びB＊R算出ステップに対する閾値を設定する閾値設定ステップと、前記閾値に対
応する領域の面積を算出する面積算出ステップと、前記G＊R及びB＊R算出ステップと前記
面積算出ステップによる算出結果に基づいて火災を判断する火災判断ステップと、
　を備えたことを特徴とする画像処理による火災検出方法。
【請求項３】
　請求項１記載の画像処理による火災検出装置を使用して得られた情報を、通信回線を介
して緊急通報センターならびに関係者に送信する火災報知システム。
【請求項４】
　請求項１記載の画像処理による火災検出装置を、画像キャプチャーとコンピュータとネ
ットワークを介して、地域コミュニティ、緊急通報センター、関係者に接続する遠隔火災
監視システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、住宅用火災検出装置、火災検知方法、火災報知システム、及び遠隔火災監視
システムに関し、特に、CCDカメラで撮像された画像処理を使用した住宅用火災検出装置
とその検知方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、技術の進歩によって火災における消火能力は上がってきている。しかし、消火能
力はあがっても、火災そのものの数は減っているとは言えない。これは現在の優れた技術
が消火活動には利用されても火災予防技術にはそれほど生かされていないということを表
している。
【０００３】
　近年の住宅火災による死者数は年々増加しており、今後高齢化及び単身生活者が増える
にしたがってさらに増えるだろうということである。住宅火災警報器をいち早く導入した
アメリカ、イギリスではその普及率の上昇と共に死者数が激減している。また、アメリカ
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の火災統計によると、住宅用火災警報器を設置している住宅からの発生火災当たりの死者
発生率は、そうでない住宅と比べて４２％の低減効果があることが示されている。
【０００４】
　日本ではこれまで一般住宅での火災対策は住宅防火対策推進協議会を中心に推進されて
きた。最近の住宅火災による死者の急増等を踏まえ、新たに住宅火災警報器の設置が、消
防法の改正による政令により平成１８年６月１日より義務付けられることとなった。この
政令により今後、一般家庭に火災警報器が普及するにつれて住宅火災による死傷者の減少
が見込まれている。
【０００５】
　現在、火災警報器としては熱感知式のものと煙感知式のものが使用されている。熱感知
器はサーミスタ式であり、台所での料理時の湯気や煙に反応しないので、主にキッチン用
として使われている。煙感知器は光電式やイオン化式などがあり、空気自体の透過率や帯
電率を測定するため、炊飯器の蒸気や煙草の煙などに反応することもある。現在、消防法
により住宅用火災警報器として設置するのは、より早く火災の発生を感知することのでき
る煙感知式のものと決まっている。設置場所はリビングや寝室、また２階につながってい
る避難経路などである。火元になりやすい台所には設置義務はないが、自治体によっては
熱感知式の警報器の設置を呼びかけている。
【０００６】
　しかし煙検知式の警報機は煙の種類を特定するわけではない。場所によっては火災によ
る煙にも料理や煙草などによる煙にも反応してしまい、火災と誤検知することがよくある
。
【０００７】
　また、これまでの火災警報器は主にビルなど、業務用のものが主として開発されてきた
。業務用の場合、通常作業があらかじめ特定されている場所が多いため、火災を判断する
のに適したセンサを用意することができる。例えば、鉱山内部で使用する場合、煙が発生
すれば火災として判断するなどである。しかし住宅用火災警報器として使用する際には、
各個人により部屋の使い方は千差万別である。例えばコーヒーを飲もうとしてお湯を沸か
す、煙草を吸う等である。これらの行為のたびに警報がなるということになったら耐えか
ねない。逆に、それを回避するために、火災検知用の煙の量のしきい値を極端に上げると
すると、初期段階での火災の発見はできない。家庭用火災警報器として使用されているも
のには、匂いセンサを用いた火災初期の検知や家事におけるこげ臭を検知しようとするも
のが研究されているものの、未だに実用段階にはない。
【０００８】
　一方、カメラを用いた場合の研究について、警戒区域の火災の画像情報から火災を検出
することに関するものがある。特許文献１では、画像の輝度信号を閾値と比較し、輝度信
号が閾値を越えた画像部分を火源と判断する方法が使用されている。しかしながら、この
方法では、火災以外の光、例えば、ヘッドライドや太陽光の反射光などによって、輝度信
号が閾値レベルを超える場合があり、火災による輝度信号の変化と火災以外の原因による
輝度信号の変化を正確に区別することが困難であった。その改善策として、特許文献２で
は、カラー画像情報から各画素G成分とR成分との比率(G/R)またはB成分とR成分との比率(
B/R)を演算し、それらに対応する各画素の温度分布を求め、それに基づき火炎領域におけ
る放射エネルギーに換算し、火災の判別をすることにより、火災以外の原因による影響を
改善している。しかし、特許文献２では、火災領域を、G成分の信号に対して、最大輝度
と平均輝度の中間レベルに設定される閾値によって抽出しているが、グリーンまたはそれ
に近い色の物体がその領域にあった場合、火災領域を正確に抽出することが困難である。
さらに、特許文献３では、火災領域の検出は、特許文献２と同様に輝度信号を用いて放射
エネルギーから火災の判別を行うが、サンプリング時点間のエネルギー変化をチェックす
ることで、より確実に火災かそれ以外の定常的な炎があるのかを判別する手法が開示され
ている。
【特許文献１】特開平１－２６８５７２号公報
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【特許文献２】特開平５－１８８２８号公報
【特許文献３】特開平５－２０５６４号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　これらの発明は、抽出された領域における発熱量を算出することで、その検出精度を高
めようとするものである。しかしながら、各画素G成分とR成分との比率(G/R)またはB成分
とR成分との比率(B/R)を用いた手法は、光の変化や撮影領域内の物体の色などによっては
、炎が発生されていなくても、G/Rの比率またはB/Gの比率が１に近くなり、高い発熱量と
判断され、火災の判断を誤る問題があった。特に住宅用火災警報器として使用する場合、
室内の照明や窓からの太陽光、家具などの色彩によって影響を受ける問題がある。
【００１０】
　本発明は、このような従来問題に鑑みてなされたもので、炎の輝度信号ならびにR、G、
B成分信号間の輝度の違いとそれらの時間的変化を総合的に利用し、一定閾値レベルを超
えるそれぞれの成分信号が撮影された範囲における領域を求め、それらの領域の面積の大
きさならびにその時間変化を比較することで、火災か否かの判断が正確にできるようにし
たカラー画像を用いた住宅用火災検出警報装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　この目的を達成するため本発明は次のように構成する。
【００１２】
　請求項１に係る発明は、監視領域を撮影し、Ｒ，Ｇ，Ｂのカラー成分信号でなるカラー
画像信号を出力する撮影手段と、前記撮影手段により撮影された画像を格納するための画
像メモリとを備え、前記画像メモリに格納された画像を処理することにより火炎を検出す
る画像処理による火災検出装置において、前記画像メモリ内のＲ，Ｇ，Ｂの各カラー成分
を正規化する正規化手段と、前記正規化手段により正規化された各画素の輝度値を算出す
る輝度値算出手段と、前記正規化手段により正規化された各画素のＧ成分とＲ成分の乗算
（G＊R）及びＢ成分とＲ成分の乗算（B＊R）を算出するG＊R及びB＊R算出手段と、前記輝
度値算出手段及び前記G＊R及びB＊R算出手段に対する閾値を設定する閾値設定手段と、前
記閾値に対応する領域の面積を算出する面積算出手段と、前記G＊R及びB＊R算出手段と前
記面積算出手段との算出結果に基づいて火災を判断する火災判断手段と、を備えたことを
特徴とする画像処理による火災検出装置である。
【００１３】
　請求項２に係る発明は、監視領域を撮影し、Ｒ，Ｇ，Ｂのカラー成分信号でなるカラー
画像信号を出力する撮影手段と、前記撮影手段により撮影された画像を格納するための画
像メモリとを備え、前記画像メモリに格納された画像を処理することにより火炎を検出す
る画像処理による火災検出方法において、前記画像メモリ内のＲ，Ｇ，Ｂの各カラー成分
を正規化する正規化ステップと、前記正規化ステップで正規化された各画素の輝度値を算
出する輝度値算出ステップと、前記正規化ステップで正規化された各画素のＧ成分とＲ成
分の乗算（G＊R）及びＢ成分とＲ成分の乗算（B＊R）を算出するG＊R及びB＊R算出ステッ
プと、前記の輝度値算出ステップ及び前記G＊R及びB＊R算出ステップに対する閾値を設定
する閾値設定ステップと、前記閾値に対応する領域の面積を算出する面積算出ステップと
、前記G＊R及びB＊R算出ステップと前記面積算出ステップによる算出結果に基づいて火災
を判断する火災判断ステップと、を備えたことを特徴とする画像処理による火災検出方法
である。
【００１４】
　また、請求項３に係る発明は、請求項１記載の画像処理による火災検出装置を使用して
得られた情報を、通信回線を介して緊急通報センターならびに関係者に送信する火災報知
システムである。
【００１５】
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　さらに、請求項４に係る発明は、請求項１記載の画像処理による火災検出装置を、画像
キャプチャーとコンピュータとネットワークを介して、地域コミュニティ、緊急通報セン
ター、関係者に接続する遠隔火災監視システムである。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によると、火災か否かの判断が正確にでき、独居老人所帯等をテレビカメラを使
いネットワークで常時監視することで、火災に対して素早く対応できる。
【００１７】
　本発明によると、正規化されたR、G、B信号に対し、各画素のG＊RとB＊Rを求めること
で、家具などの色彩や室内照明、太陽光などによる影響を除去することができ、火災の判
別をより正確に行うことができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１８】
　図１は本発明の火災検出装置を示すブロック図である。図１において、１は撮影手段と
しての監視カメラであり、例えばＣＣＤカメラ等のカラーカメラであり、所定のサンプリ
ング周期で監視領域を撮影するものである。また、１０は画像処理部である。監視カメラ
１は、例えばＮＴＳＣ方式に従ったＲ（赤）、Ｇ（緑）、Ｂ（青）のカラー成分信号でな
るカラー画像信号を出力するものである。監視カメラ１からのＲＧＢの各アナログビデオ
信号は、画像処理部１０に与えられる。画像処理部１０では、ＡＤ変換器２でＡＤ変換さ
れ画像メモリ３の各カラー成分のメモリに格納される。次に、各R、G、B成分は正規化手
段４によって正規化される。正規化については、AD変換のビット数によって異なり、例え
ば、８ビットの場合はそれぞれの信号成分を２５６で割ることで行う。次に、正規化され
たR、G、B信号に対し、輝度算出部５及びG＊RとB＊R算出部６において、各画素の輝度値
ならびにG＊RとB＊Rの算出を行う。閾値設定部７は、輝度算出部５及びG＊RとB＊R算出部
６の演算結果に対して閾値THVを設定する。閾値THVに対応する領域の面積算出部８から得
られた値を火災判別パラメータとし、これらの値の大小関係とその時間変化を比較するこ
とで、火災の判断を行う火災判別部９が設けられている。
【００１９】
　なお、火炎はR成分、G成分の値（輝度値）が共に高い。正規化することで、各R、G、B
信号は１より小さな値として表わされ、R、G信号が強ければ、G＊Rの値は１に近い値とな
り、R、G信号が弱ければ、低い値となる。
【００２０】
　正規化されたR、G、B信号に対し、各画素のG＊RとB＊Rを求めることで、家具などの物
体の色彩による影響を軽減させることができる。また、閾値THVに対応する領域の面積を
算出する方法については、等高線を利用する方法や設定された閾値で２値化してから面積
を求める方法などが考えられる。また、算出された面積から特徴的なものを火災判別用パ
ラメータとして使用することで、火災の判別をより正確に行うことができる。
【００２１】
　図２には、火災を判別するためのパラメータを算出するためのアルゴリズムを示す。
【００２２】
　まず、ステップ１において、監視領域をカラーカメラ１で撮像し、ＲＧＢの各アナログ
ビデオ信号はＡＤ変換後、ステップ２で、画像メモリ３内の各カラー成分のメモリに格納
される。続いて、ステップ３で、Ｒ，Ｇ，Ｂの各成分を正規化する。次に、ステップ４、
５で、各画素の輝度値を算出すると共に、各画素のG＊RとB＊R値を算出する。次に、閾値
設定手段７で、輝度算出部５及びG＊RとB＊R算出部６の演算結果に対して閾値THVを設定
する。次に、ステップ７で、閾値THVに対応する領域面積（Alum、Agr、Abr）を算出する
。最終的にステップ８で、閾値THVに対応する領域の面積算出部８から得られた値を火災
判別パラメータとし、これらの値の大小関係とその時間変化を比較することで、火災の判
別を行う。本発明では、カメラのフィルターのかけ方にもよるが、領域の面積比が一定値
(例えば、0.8)以下の場合に火災と判断する。
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【００２３】
　図３には、本発明を採用した、カラーカメラを用いた住宅用火災検知警報システムを示
す。監視領域がカラーカメラで撮影され、得られた画像情報は通信回線等を介して緊急通
報センターならびに関係者に通報される。同時に、カラーカメラで撮影された画像のカラ
ー成分信号であるＲ、Ｇ、Ｂ信号から、本発明の火災検出装置を用いて火災レベルが算出
され、火災のレベルを判断し、画像と一緒に火災警報が緊急通報センターならびに関係者
に通報され、状況を確認することができる。
【００２４】
　図４には、本発明を採用した、ネットワークを利用した安否確認を兼ねた遠隔火災監視
システムを示す。監視領域がカラーカメラで撮影され、得られた画像情報は、画像キャプ
チャー、コンピュータを介してネットワークに繋がっている。ネットワークには、地域コ
ミュニティ、緊急通報センター、関係者等が関連している。この安否確認を兼ねた遠隔火
災監視システムは、特に独居老人の健康モニタリングとしても有益である。
【００２５】
　ここで、先行技術である特許文献３に記載の発明に基づく実施結果例と、本発明による
実施結果例を比較対照して示す。
【００２６】
　まず、図５は、特許文献３に記載の発明に基づく実験結果例であり、白色光や物体の色
彩により火災領域を正確に特定できない場合の例を示す。図５(ａ)に示す例は、窓からの
光の領域が検出されており、それに対するG/RまたはB/Rが大きいため、誤判断となりかね
ない。また、図５(ｂ)に示す例は、火災が起きた場合であり、炎の領域を抽出でき、それ
における発熱量から火災と判定することができる。さらに、図５(ｃ)に示す例は、室内に
色彩のある物体が存在する場合で、火災が発生していない例である。画像情報に白色と灰
色の領域が多く存在するため、抽出された領域、またはその領域における算出された発熱
量が実際のものと大きく違っているため、誤報の可能性が高い。すなわち、割算であるG/
Rの値はRが非常に小さいときには値が非常に大きくなり、誤判断となる。また、値によっ
てバランスがとれない場合には誤判断の可能性が高くなる。図５(ｄ)に示す例は、室内に
色彩のある物体が存在する場合で、火災が発生している例である。炎でない領域も検出さ
れているため、誤報の可能性が高い。
【００２７】
　次に、本発明による実験結果例を図６に示す。図６(ａ)は窓からの光が検出されており
、G＊R成分の面積と輝度成分の面積の比率(Agr/Alum)、または、B＊R成分の面積と輝度成
分の面積の比率(Abr/Alum)が０．８以上あるため、火災でないことを判定する。また、図
６(ｂ)は、火災が起きた場合であり、各成分の面積の比率のうち少なくその一つが０．８
以下となり、火災と判定する。ただし、火災か否かの判定値は火災領域を算出するための
閾値と関係する。さらに、図６(ｃ)は、室内に色彩の物体が存在する場合に火災が発生し
ていない例である。各成分の面積の比率が０．８以上であり、火災でないことを判断でき
る。図６(ｄ)は、室内に色彩の物体が存在する場合に火災が発生した例である。各成分の
面積の比率が０．８以下であり、火災と判断できる。また、撮像した全領域に対する火災
領域の面積値の比率(Alum/Aall)から火災の大きさを判断できる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明の装置構成のブロック図を示す。
【図２】火災を判別するためのパラメータを算出するためのアルゴリズムを示す。
【図３】カラーカメラを用いた住宅用火災検知警報システムを示す。
【図４】ネットワークを利用した安否確認を兼ねた遠隔火災監視システムを示す。
【図５】従来の特許文献３の実験結果例を示す。
【図６】本発明の実験結果例を示す。
【符号の説明】
【００２９】
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１　　カラーカメラ
２　　Ａ／Ｄ変換器
３　　画像メモリ
４　　正規化手段
５　　輝度算出部
６　　G＊RとB＊R算出部
７　　閾値設定部
８　　閾値に対する領域面積算出部
９　　火災判別部
１０　画像処理部

【図１】 【図２】
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【図４】

【図５】

【図６】
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